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事 業 報 告 (平成26年４月１日から

平成27年３月31日まで)
 

1. 企業集団の現況に関する事項 
 

 (1) 事業の経過およびその成果 

 当連結会計年度におけるわが国経済は、政府および日銀による経済・金融政

策を背景に一部では企業収益や雇用情勢が改善するなど、緩やかな回復基調が

続きました。しかしながら、消費税率引き上げにより個人消費に弱さが見られ

ることや不安定な世界経済などの影響を受け、力強い回復は見られず、引き続

き先行き不透明な状況で推移しました。 

 繊維業界においては、低調な個人消費や円安の進行による輸入コストの増加

に加え、企業間競争が一段と激化するなど、依然として厳しい環境にあります。 

 このような状況において当社グループは、原料加工から最終製品までを一貫

生産し販売する専業メーカーとしての特性を活かし、価格を上回る価値ある商

品の企画開発と、グループ全社を挙げて効率性アップに取り組み、収益改善に

努めておりますが、原材料高や中国における人件費高騰等のコスト増加など、

厳しい経営環境が続いております。 

 この結果、当連結会計年度の売上高は23,446百万円（前期比1.6％増)、営業

利益は209百万円（前期比53.6％減)、経常利益は962百万円（前期比8.6％増)、

当期純利益は678百万円（前期比20.5％増）となりました。 

 なお、事業別の状況は次のとおりであります。 

  繊維事業 

  (1) 靴下部門 

 プレーンストッキングの主力ブランド「ＡＳＴＩＧＵ（アスティーグ)」

をはじめとするベーシック商品やタイツなどの季節商品が順調に推移しまし

た。 

 一方でトレンド性の高い商品やソックスの伸び悩みなどもあり、同部門の

連結売上高は19,886百万円（前期比2.4％増）となりました。 

  (2) インナーウエア部門 

 スポーツインナー関連は順調に推移しましたが、全般的に厳しく、同部門

の連結売上高は2,483百万円（前期比4.7％減）となりました。 

 これらの結果、繊維事業の連結売上高は22,370百万円（前期比1.6％増)、

営業損失は263百万円（前年同期は11百万円の利益）となりました。 
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  不動産事業 

 保有資産の有効活用などにより、当事業の連結売上高は646百万円（前期

比3.9％増)、営業利益は482百万円（前期比7.6％増）となりました。 

  その他の事業 

 その他の事業につきましては、介護用品の市場環境の変化などにより厳し

い状況が続いており、当事業の連結売上高は429百万円（前期比1.4％減)、

営業損失は９百万円（前年同期は８百万円の損失）となりました。 

 
 (2) 設備投資の状況 

 当連結会計年度における設備投資の総額は７億円であり、その主なものは生

産設備の購入であります。 

 

 (3) 資金調達の状況 

 当連結会計年度における重要な資金調達はありません。 

 

 (4) 財産および損益の状況の推移 
 

期  別
区  分 

第86期 
平成24年3月期

第87期 
平成25年3月期

第88期 
平成26年3月期

第89期 
平成27年3月期 

売 上 高 (百万円) 22,971 23,100 23,082 23,446 

経 常 利 益 (百万円) 648 758 886 962 

当 期 純 利 益 (百万円) 144 302 563 678 

１株当たり当期純利益 ( 円 ) 0.82 1.79 3.34 4.03 

総 資 産 (百万円) 53,122 53,868 54,618 59,089 

純 資 産 (百万円) 44,170 45,615 46,390 49,879 

１ 株 当 た り 純 資 産 ( 円 ) 254.83 269.44 274.14 295.21 
 
〔注記〕 １株当たり当期純利益は、期中平均の発行済株式総数（自己株式控除後）に基づき

算出しております。また、１株当たり純資産は、期末発行済株式総数（自己株式控

除後）に基づき算出しております。 

 

 (5) 対処すべき課題 

 わが国経済の今後の見通しにつきましては、円安の進行や株高を背景に、一

部では企業の収益が改善し、雇用・所得環境に回復の動きが見られるものの、

消費税率引き上げや円安を背景とした物価上昇により個人消費に弱さが見られ

るなど、引き続き先行き不透明な状況で推移するものと思われます。 
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 このような経営環境のもと、当社グループは、円安に耐えうるビジネスモデ

ルの構築を急務の課題としてまいります。メーカーとしてコスト競争力を高め

るため最適なＳＣＭの構築、調達の効率化などにより製造原価の低減に徹底し

て取り組み、併せて、商品別の個別採算や適正な販売価格の見直しを行ってま

いります。また、販売政策におきましては、現状の販売ルートにおけるシェア

拡大に加え、ネット販売やインバウンド需要の取り込みなどの新規ルート開拓

やインナーウエアなどの販売拡大を推進し収益力の改善に努めてまいります。 

 商品政策では、お客様に認められる価値ある商品を開発し他社との差別化を

図っていくとともに、プレーンストッキングの主力ブランド「ＡＳＴＩＧＵ 

(アスティーグ)」の販売を更に強化し、引き続き日本国内市場におけるシェア

拡大に力を注いでまいります。 

 海外においては、日本製商品の輸出拡大に加え、中国生産品の中国市場にお

ける販売を拡大し、併せて、海外における市場開拓を本格化させるため、海外

戦略部を新設し、中国以外の国への展開も視野に入れた市場開拓を推進してま

いります。 

 これらの対処すべき課題を念頭に置き、平成27年度から平成29年度までの３

年間を実行期間とする中期経営計画を策定いたしました。公表した新たな目標

達成に向け、収益構造の改善ならびに企業価値の拡大を図ってまいります。 

 

 株主の皆さまにおかれましては、引き続きなお一層のご支援を賜りますよう

お願い申しあげます。 

 
 (6) 重要な親会社および子会社 

  ① 親会社の関係 

 該当事項はありません。 

  ② 重要な子会社の状況 
 

会 社 名 資 本 金 
議決権の
所有割合

主 要 な 事 業 内 容 

ア ツ ギ 東 北 株 式 会 社 490百万円
100％

(64.28％)
靴下およびインナーウエアの製造販売 

煙台厚木華潤靴下有限公司 1,800万US$ 95％ 靴 下 の 製 造 販 売 

 
〔注記〕 議決権の所有割合の（ ）内は間接所有割合で内数であります。 
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 (7) 主要な事業内容 
 

事 業 主 要 取 扱 商 品 

繊 維 
(靴下）ストッキング、タイツ、ソックス等 
(インナーウエア）ブラジャー、ショーツ、ガードル、ニューイン
ナー等 

不 動 産 分譲土地、土地および建物の賃貸 

そ の 他 介護用品等 
 
 
 (8) 主要な営業所および工場 
 

区   分 支店・センター・工場名および所在地 

当 社 

本   店 神奈川県海老名市 

支   店 
(９支店) 

東北（仙台市泉区)、東京第１（東京都中央区)、東京第２（さい

たま市大宮区)、百貨店・専門店（東京都中央区)、チェーンスト

ア第１（神奈川県海老名市)、チェーンストア第２（神奈川県海

老名市)、名古屋（名古屋市中区)、大阪（大阪市中央区)、福岡 

(福岡市博多区） 

物流センター 
(４センター 
・２倉庫) 

東北（宮城県白石市)、東京第１（神奈川県海老名市)、東京第２ 

(神奈川県海老名市)、九州（長崎県佐世保市)、海老名倉庫（神

奈川県海老名市)、白石倉庫（宮城県白石市） 

アツギ東北株式会社 
本店（神奈川県海老名市)、むつ事業所（青森県むつ市）他５工

場（青森県十和田市他） 

煙 台 厚 木 華 潤 靴 下 
有 限 公 司 

中国山東省煙台市経済技術開発区 

 
〔注記〕 平成27年４月１日付で組織改定を行い、東京第２支店を廃止し、その業務を東京第

１支店、百貨店・専門店支店、東北支店へ移管しております。その結果支店数は８
支店となっております。また、東京第1支店を東京支店に呼称変更しております。 

 

 (9) 従業員の状況 

  ① 当社グループの従業員の状況 
 

事業の種類別セグメントの名称 従 業 員 数 前連結会計年度末比増減 

繊 維 事 業 1,777名 52名減 

不 動 産 事 業 1名 ― 

そ の 他 事 業 4名 ― 

合   計 1,782名 52名減 
 
〔注記〕1. 就業人員で表示しております。臨時従業員（期中平均2,186名）は含んでおりま

せん。 
2. 従業員減の主な要因は、中国における製造子会社の退職等による人員減によるも

のであります。 
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  ② 当社の従業員の状況 
 
従 業 員 数 前事業年度末比増減 平 均 年 齢 平 均 勤 続 年 数 

209名 ２名減 42才７ヶ月 16年５ヶ月 
 
〔注記〕 就業人員で表示しております。臨時従業員（期中平均541名）は含んでおりません。 

 

 (10) 主要な借入先 

 該当事項はありません。 

 
2. 会社の株式に関する事項 
 

 (1) 発行可能株式総数 391,039,000株 

 (2) 発行済株式の総数 188,195,689株（自己株式19,690,899株を含む) 

 (3) 株  主  数 24,170名 

 (4) 大  株  主  
 

株      主      名 持 株 数 持株比率 

千株 ％ 

東 レ 株 式 会 社 10,255 6.08 

日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社(信託口) 7,010 4.16 

株 式 会 社 オ ン ワ ー ド ホ ー ル デ ィ ン グ ス 6,123 3.63 

C B N Y  D F A  I N T L  S M A L L  C A P  V A L U E  P O R T F O L I O 4,983 2.95 

日本マスタートラスト信託銀行株式会社(信託口) 4,614 2.73 

CREDIT SUISSE SECURITIES(EUROPE)LIMITED PB OMNIBUS CLIENT ACCOUNT 3,549 2.10 

旭 化 成 せ ん い 株 式 会 社 3,451 2.04 

S I I n c o m e S t r a t e g y 投 資 事 業 有 限 責 任 組 合 2,631 1.56 

株 式 会 社 三 井 住 友 銀 行 2,443 1.45 

株 式 会 社 し ま む ら 2,000 1.18 
 
〔注記〕1. 持株数は、千株未満を切り捨てて表示しております。 

2. 持株比率は、自己株式を控除して計算しております。 

3. 上記表以外に、当社は自己株式19,690,899株を保有しております。 

 

 (5) その他株式に関する重要な事項 

 該当事項はありません。 
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3. 会社役員に関する事項 
 
 (1) 取締役および監査役 
 

地 位 氏 名 担当および重要な兼職の状況 

代 表 取 締 役 社 長 工  藤  洋  志 社長執行役員 
取 締 役 

 
佐  藤  智  明

 
執行役員、生産本部長 
煙台厚木華潤靴下有限公司董事長 

取 締 役 
 

中  村    智
 

執行役員、生産本部副本部長兼生産管
理部長 

取 締 役 滝  田    修 執行役員、営業本部長兼本部営業部長 
取 締 役 岡  田  武  浩 執行役員、管理本部管理統括経理部長 
取 締 役 相 談 役 藤  本  義  治  
取 締 役 深  澤    徹 東レ株式会社取締役財務経理部門長 
常 勤 監 査 役 富  田    勉  
監 査 役 津 矢 田  邦  明  
監 査 役 宮  戸  敏  行  

 
〔注記〕1. 取締役深澤 徹氏は、社外取締役であります。 

2. 監査役津矢田邦明氏および宮戸敏行氏は、社外監査役であります。 
3. 当社は監査役津矢田邦明氏を、東京証券取引所の定めに基づく独立役員として指

定し、同取引所に届け出ております。 
4. 当期中の役員の異動 

(就任）平成26年６月27日開催の第88回定時株主総会において、取締役に工藤洋
志氏、深澤 徹氏が新たに選任され就任いたしました。 
(退任）平成26年６月27日開催の第88回定時株主総会終結の時をもって取締役髙
幣俊秀氏、内田 章氏は任期満了により退任いたしました。 

5. 平成26年６月27日開催の取締役会において、代表取締役社長に工藤洋志氏、取締
役相談役に藤本義治氏が選定され、それぞれ就任いたしました。 

6. 監査役宮戸敏行氏は、株式会社横浜グランドインターコンチネンタルホテル常勤
社外監査役を平成27年３月30日付で退任しております。 

7. 当社は平成27年４月１日付で担当を以下のとおり変更いたしました。 
 

地 位 氏 名 担当および重要な兼職の状況 

代 表 取 締 役 社 長 工  藤  洋  志 社長執行役員、繊維事業本部長 

取 締 役 中  村    智
執行役員、繊維事業本部事業統括兼技術
開発部長 

取 締 役 滝  田    修 執行役員、繊維事業本部海外戦略統括 

取 締 役 佐  藤  智  明  
  
 (2) 取締役および監査役の報酬等の総額 
 

区    分 支 給 人 員 報 酬 等 の 額 

取 締 役（うち社外） 7名（ 0名） 84百万円（－百万円） 

監 査 役（うち社外） 3名（ 2名） 19百万円（ 7百万円） 

合    計 10名（ 2名） 103百万円（ 7百万円） 
 
〔注記〕1. 取締役の報酬等の額には、使用人兼務取締役の使用人分給与は含まれておりませ

ん。 
2. 社外取締役は無報酬であります。 
3. 上記の人員には、平成26年６月27日開催の第88回定時株主総会終結の時をもって

退任した取締役1名を含んでおります。 
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 (3) 社外役員に関する事項 

  ① 取締役 深澤 徹 
ア．他の法人等の業務執行取締役等としての重要な兼職状況および当社と当

該他の法人等との関係 
 東レ株式会社の取締役財務経理部門長であります。東レ株式会社は、当
社の大株主であるとともに靴下原料の仕入先であり、当社の特定関係事業
者（主要取引先）であります。 

イ．他の法人等の社外役員としての重要な兼任状況および当社と当該他の法
人等との関係 

 該当事項はありません。 
ウ．当事業年度における主な活動状況 

 就任後当事業年度に開催された取締役会10回のうち７回に出席し、経
営・財務方面より議案・審議等につき必要な発言を適宜行っております。 

エ．責任限定契約の内容の概要 
 該当事項はありません。 

  ② 監査役 津矢田邦明 
ア．他の法人等の業務執行取締役等としての重要な兼職状況および当社と当

該他の法人等との関係 
 該当事項はありません。 

イ．他の法人等の社外役員としての重要な兼任状況および当社と当該他の法
人等との関係 

 該当事項はありません。 
ウ．当事業年度における主な活動状況 

 当事業年度に開催された取締役会12回のすべてに、また、当事業年度に
開催された監査役会12回のすべてに出席し、取締役の業務執行状況、議
案・審議等につき必要な発言を適宜行っております。 

エ．責任限定契約の内容の概要 
 該当事項はありません。 

  ③ 監査役 宮戸敏行 
ア．他の法人等の業務執行取締役等としての重要な兼職状況および当社と当

該他の法人等との関係 
 該当事項はありません。 

イ．他の法人等の社外役員としての重要な兼任状況および当社と当該他の法
人等との関係 

 平成27年３月30日まで株式会社横浜グランドインターコンチネンタルホ
テルの常勤社外監査役でありました。当社は株式会社横浜グランドインタ
ーコンチネンタルホテルとの間に取引等の特別な関係はありません。 

ウ．当事業年度における主な活動状況 
 当事業年度に開催された取締役会12回のすべてに、また、当事業年度に
開催された監査役会12回のすべてに出席し、取締役の業務執行状況、議
案・審議等につき必要な発言を適宜行っております。 

エ．責任限定契約の内容の概要 
 該当事項はありません。 
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4. 会計監査人の状況 
 
 (1) 会計監査人の名称 

 新日本有限責任監査法人 
 
 (2) 責任限定契約の内容の概要 

 該当事項はありません。 
 
 (3) 当事業年度に係る会計監査人の報酬等の額 
  ① 当社が支払うべき報酬等の額 

43百万円 
  ② 当社および当社子会社が支払うべき金銭その他の財産上の利益の合計額 

43百万円 
 

〔注記〕 当社と会計監査人との間の監査契約においては、会社法上の監査に対する報酬
等の額と金融商品取引法上の監査に対する報酬等の額等を区分しておらず、か
つ、実質的にも区分できないことから、上記①の金額はこれらの合計額を記載
しております。 

 
 (4) 会計監査人の解任または不再任の決定の方針 

 当社監査役会は、会計監査人が会社法第340条第１項各号に定める項目のい
ずれかに該当すると監査役の全員が判断したときは、会計監査人を解任する方
針です。また、会計監査人の職務の遂行に関する事項の整備状況や監査活動の
適切性・妥当性等を勘案し、取締役と綿密な連携をとりつつ、監査役会が再
任・不再任の決定を行う方針です。 
 

 (5) 海外子会社の会計監査の状況 
 海外子会社については、当社の会計監査人以外の現地会計事務所「山東和信
会計士事務所」他が会計監査を行っております。 

 
5. 業務の適正を確保するための体制等の整備についての決議の概要 
 
  当社は、内部統制システム構築の基本方針について下記のとおり決議いたして

おります。 
 Ⅰ．取締役および使用人の職務の執行が法令および定款に適合することを確保す

るための体制 
1. ｢企業行動基準」および「従業員行動規範」を制定し、全社員に啓蒙する

ことにより、法令遵守をあらゆる企業活動の前提とすることを徹底する。 
2. 業務運営の状況を把握して、法令・定款への適合性および業務運営の妥当

性・合理性を確認し、その改善を図るために内部監査を実施する。 
3. 職務執行の適法性の確保をより確実に期するため、社外取締役１名と社外

監査役２名を選任し、取締役会での監視を行う。 
4. 社会の秩序や安全に脅威を与える反社会的勢力・団体とは一切の関係を遮

断し、組織全体として毅然とした態度で対応する。 
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 Ⅱ．取締役の職務の執行に係る情報の保存および管理に関する体制 

1. 経営会議議事録その他取締役の職務執行に関連する文書については文書管

理規程に則り作成保存する。 

2. 文書の保存期間および保管場所は文書管理規程に定めるところによる。 

 Ⅲ．損失の危険の管理に関する規程その他の体制 

1. リスク管理については､「リスクマネジメント委員会」を設置し、主管部

署である管理本部法務担当がリスク管理規程に基づき、グループ全体のリス

クを総括的に管理する。 

2. 内部監査担当が各部署毎のリスク管理状況を監査し、結果を定期的に担当

取締役に報告する体制とする。 

 Ⅳ．取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制 

1. 各本部は年度当初に数値目標を含む年度方針を策定し、全社員に公開する

ことにより、取締役と社員が目標を共有し、目標達成に向けての意思統一を

図る。 

2. 各本部の目標の達成度は、管理本部法務担当が定期的にレビューし、業績

管理を行うことにより、業務の効率性を確保する。 

3. 重要事項については、取締役で構成する経営会議において審議を行う。 

 Ⅴ．株式会社ならびにその親会社および子会社から成る企業集団における業務の

適正を確保するための体制 

1. 当社の組織上、グループ会社は当社の採用している本部制における各本部

長の管理下に置かれ、グループ会社のコンプライアンス、リスク管理、効率

性向上のための施策を各本部が責任を持って管理する。 

2. 定期的に開催しているグループ幹部会議において、グループ企業からの報

告を受け、重要事項についての協議、決定を行う。 

3. 重要なグループ企業については、会計監査人による監査を実施し、社外か

らの監査を行うことで、業務の適正を確保する。 

 Ⅵ．監査役がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合における当該

使用人に関する事項 

 監査役の職務の補助を担当する内部監査担当者を選任する。 

 Ⅶ．前号の使用人の取締役からの独立性に関する事項 

1. 補助者の人事異動、人事評価については、監査役会の意見を尊重するもの

とする。 

2. 監査役から監査業務に必要な命令を受けた監査担当者は、その命令に関し

て、取締役等の指揮命令を受けない。 
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 Ⅷ．取締役および使用人が監査役に報告するための体制その他の監査役への報告

に関する体制 

1. 監査役は、経営上の重要事項を報告・決定する機関である経営会議に出席

する。 

2. 内部監査担当者による内部監査の結果は、遅滞無く監査役に報告すること

とする。 

 Ⅸ．その他監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制 

1. 代表取締役社長は、監査役会と定期的に意見交換会を開催する。 

2. 監査役会が、外部の会計監査人と定期的に監査方針および監査状況の報告

を受け、意見交換を行う機会を確保する。 

 Ⅹ．財務報告の信頼性を確保するための体制 

  財務報告の信頼性の確保および金融商品取引法に規定する内部統制報告書の

有効かつ適切な提出のため、内部統制システムの構築を行い、その仕組みが適

正に機能することを継続的に評価し必要な是正を行うとともに、金融商品取引

法およびその他関係法令等の適合性を確保する。 

 

〔注記〕 上記は、当事業年度末（平成27年３月31日）における基本方針ですが、当社は、
平成27年５月１日施行の改正会社法に対応すべく、平成27年４月17日開催の取
締役会にて基本方針の一部改定決議を行っております。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 事業報告注記 

  記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。 
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連結貸借対照表 （平成27年３月31日現在） 

(単位：百万円) 
 

資 産 の 部 負 債 の 部 

科 目 金 額 科 目 金 額 
 

流 動 資 産 

現 金 及 び 預 金 

受取手形及び売掛金 

商 品 及 び 製 品 

仕 掛 品 

原 材 料 及 び 貯 蔵 品 

繰 延 税 金 資 産 

そ の 他 

貸 倒 引 当 金 

固 定 資 産 

有形固定資産 

建 物 及 び 構 築 物 

機械装置及び運搬具 

土 地 

建 設 仮 勘 定 

そ の 他 

無形固定資産 

の れ ん 

そ の 他 

投資その他の資産 

投 資 有 価 証 券 

繰 延 税 金 資 産 

そ の 他 

貸 倒 引 当 金 

21,466 

9,538 

3,944 

3,776 

2,365 

727 

50 

1,076 

△  12 

37,622 

26,104 

5,879 

3,328 

16,456 

267 

172 

416 

121 

295 

11,101 

10,308 

2 

790 

△   0 

流 動 負 債 

支払手形及び買掛金

未 払 法 人 税 等

賞 与 引 当 金

繰 延 税 金 負 債

そ の 他

固 定 負 債 

繰 延 税 金 負 債

再評価に係る繰延税金負債

退職給付に係る負債

そ の 他

4,364 

2,816 

158 

120 

120 

1,148 

4,845 

1,185 

1,951 

1,272 

435 

負 債 合 計 9,209 

純 資 産 の 部 

株 主 資 本 

資 本 金

資 本 剰 余 金

利 益 剰 余 金

自 己 株 式

その他の包括利益累計額 

その他有価証券評価差額金

繰 延 ヘ ッ ジ 損 益

土 地 再 評 価 差 額 金

為 替 換 算 調 整 勘 定

少数株主持分 

44,931 

31,706 

9,397 

5,753 

△ 1,924 

4,813 

3,218 

562 

△   550 

1,583 

134 

純 資 産 合 計 49,879 

資 産 合 計 59,089 負 債 ・ 純 資 産 合 計 59,089 
 
 記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。 
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連結損益計算書 (平成26年４月１日から
平成27年３月31日まで)

（単位：百万円) 
 

科 目 金 額 

売 上 高  23,446 

売 上 原 価  16,594 

売 上 総 利 益  6,852 

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費  6,642 

営 業 利 益  209 

営 業 外 収 益   

受 取 利 息 及 び 配 当 金 191  

持 分 法 に よ る 投 資 利 益 3  

為 替 差 益 582  

そ の 他 58 835 

営 業 外 費 用   

支 払 手 数 料 10  

減 価 償 却 費 14  

租 税 公 課 31  

障 害 者 雇 用 納 付 金 9  

そ の 他 16 82 

経 常 利 益  962 

特 別 利 益   

投 資 有 価 証 券 売 却 益 30 30 

特 別 損 失   

固 定 資 産 除 却 損 15  

投 資 有 価 証 券 売 却 損 4 19 

税 金 等 調 整 前 当 期 純 利 益  972 

法人税、住民税及び事業税 275  

法 人 税 等 調 整 額 20 295 

少数株主損益調整前当期純利益  677 

少 数 株 主 損 失（△)  △   1 

当 期 純 利 益  678 
 
 記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。 
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連結株主資本等変動計算書 (平成26年４月１日から
平成27年３月31日まで)

（単位：百万円) 
 

項    目 
株   主   資   本 

資 本 金 資本剰余金 利益剰余金 自 己 株 式 株主資本合計 

当 期 首 残 高 31,706 9,397 5,579 △1,892 44,790 

連結会計年度中の変動額  

剰 余 金 の 配 当 △506 △506 

当 期 純 利 益 678 678 

自己株式の取得 △32 △32 

自己株式の処分 △0 0 0 

そ の 他 0 0 

株主資本以外の項目の 
連 結 会 計 年 度 中 の 
変 動 額 （ 純 額 ） 

 

連結会計年度中の変動額合計 ― △0 173 △32 141 

当 期 末 残 高 31,706 9,397 5,753 △1,924 44,931 

 
 

 

項    目 

そ の 他 の 包 括 利 益 累 計 額 
少数株主 
持  分 

純資産 
合 計 

そ の 他 
有 価 証 券 
評価差額金 

繰延ヘッジ
損 益

土地再評価
差 額 金

為 替 換 算
調 整 勘 定

そ の 他 の
包 括 利 益
累計額合計

当 期 首 残 高 1,229 291 △751 713 1,483 116 46,390 

連結会計年度中の変動額    

剰 余 金 の 配 当   △506 

当 期 純 利 益   678 

自己株式の取得   △32 

自己株式の処分   0 

そ の 他   0 

株主資本以外の項目の 
連 結 会 計 年 度 中 の 
変 動 額 （ 純 額 ） 

1,988 271 200 870 3,330 18 3,348 

連結会計年度中の変動額合計 1,988 271 200 870 3,330 18 3,489 

当 期 末 残 高 3,218 562 △550 1,583 4,813 134 49,879 
 
 記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。 
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連 結 注 記 表 
 
(連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項に関する注記) 

1. 連結の範囲に関する事項 

  連結子会社の数および主要な連結子会社の名称 

   連結子会社の数  10社 

   主要な連結子会社の名称 

    アツギ東北株式会社、煙台厚木華潤靴下有限公司 

2. 持分法の適用に関する事項 

  持分法を適用した関連会社の数 １社 

   関連会社の名称 

    山東華潤厚木尼龍有限公司 

3. 連結子会社の事業年度等に関する事項 

   煙台厚木華潤靴下有限公司、厚木靴下（煙台）有限公司、阿姿誼（上海）針織有

限公司、阿姿誼（上海）国際貿易有限公司、厚木（上海）時装貿易有限公司の決算

日は12月末日であります。連結計算書類の作成にあたっては、連結決算日現在で実

施した仮決算に基づく計算書類を基礎として連結決算を行っております。 

4. 会計処理基準に関する事項 

 (1) 資産の評価基準および評価方法 

  ① 有価証券の評価基準および評価方法 

    その他有価証券 

     時価のあるもの 決算日の市場価格等による時価法

(評価差額は全部純資産直入法によ

り処理し、売却原価は移動平均法に

より算定） 

     時価のないもの 移動平均法による原価法 

② デリバティブの評価基準および評価方法 時価法 

  ③ たな卸資産の評価基準および評価方法 主として移動平均法による原価法 

ただし、土地は個別法による原価法 

(貸借対照表価額は収益性の低下に

よる簿価切下げの方法） 

 (2) 固定資産の減価償却の方法 

  ① 有 形 固 定 資 産  

当社および国内子会社 定率法 

ただし、平成10年４月１日以降に取得した建物（附

属設備を除く）は定額法 

海 外 子 会 社 定額法 

                なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。 

                建 物 及 び 構 築 物  15年～65年 

                機械装置及び運搬具  10年   
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  ② 無 形 固 定 資 産 定額法 

なお、自社利用のソフトウエアについては社内にお

ける利用可能期間（５年）に基づいております。 

 (3) 引当金の計上基準 

  ① 貸 倒 引 当 金 売上債権等の貸倒損失に備えるため、一般債権につ

いては貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債

権については個別に回収可能性を検討し、回収不能

見込額を計上しております。 

  ② 賞 与 引 当 金 従業員の賞与の支給に備えるため、支給見込額のう

ち当連結会計年度対応分を計上しております。 

 (4) その他連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項 

  ① 重要なヘッジ会計の方法 

   ヘ ッ ジ 会 計 の 方 法 繰延ヘッジ処理によっております。 

   ヘッジ手段とヘッジ対象  

   （ヘッジ手段） 通貨オプション 

   （ヘッジ対象） 外貨建予定取引 

   ヘ ッ ジ 方 針 為替変動リスクを回避する目的で通貨オプション取

引を行っております。 

ヘッジ対象の識別は個別契約ごとに行っております｡ 

   ヘッジ有効性評価の方法 外貨建予定取引については、過去の取引実績等を総

合的に勘案し、取引の実行可能性が極めて高いこと

を事前および事後に確認しております。 

② のれんの償却方法および期間 のれんの償却については10年の均等償却を行ってお

ります。 

③ 退職給付に係る負債の計上基準 従業員の退職給付に備えるため、当連結会計年度末

における退職給付債務として、自己都合要支給額を

計上しております。 

  ④ 消費税等の会計処理 税抜方式によっております。 
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(表示方法の変更に関する注記) 

 (連結損益計算書) 

  前連結会計年度において「営業外費用」の「その他」に含めて表示しておりました 

｢障害者雇用納付金」は、「営業外費用」の総額に対する重要性が増したため、当連結

会計年度より区分掲記しております。 

 

(連結貸借対照表に関する注記) 

1. 有形固定資産の減価償却累計額 23,700百万円 

2. 土地の再評価 

   当社は､「土地の再評価に関する法律｣（平成10年３月31日公布法律第34号 最終

改正平成15年５月30日）に基づき、事業用土地の再評価を行っております。再評価

差額については､「土地の再評価に関する法律の一部を改正する法律｣（平成11年３

月31日公布法律第24号）に基づき、当該再評価差額に係る税金相当額を「再評価に

係る繰延税金負債」として負債の部に計上し、これを控除した金額を「土地再評価

差額金」として純資産の部に計上しております。 

   ・再評価の方法 対象となる事業用土地の地域性、重要性および用途を考慮し

て、土地の再評価に関する法律施行令（平成10年３月31日公

布 政令第119号）第２条第３項に定める地方税法「昭和25年

法律第226号」第341条第10号の土地課税台帳に登録されてい

る価格に合理的な調整を行って算定する方法、第４項に定め

る地価税法（平成３年法律第69号）第16条に規定する地価税

の課税価格の計算の基礎となる土地の価額を算出するために

国税庁長官が定めて公表した方法により算出した価格に合理

的な調整を行って算定する方法、第５項に定める不動産鑑定

士による鑑定評価による方法で算定しております。 

 
   ・再評価を行った年月日 平成14年３月31日 

   ・再評価を行った土地の当連結会計年度末における 

    時価と再評価後の帳簿価額との差額 △4,645百万円  
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(連結株主資本等変動計算書に関する注記) 

1. 発行済株式に関する事項 
 

株式の種類 当期首株式数 増 加 株 式 数 減 少 株 式 数 当期末株式数 

 株 株 株 株 

普通株式 188,195,689 ― ― 188,195,689 

 
2. 剰余金の配当に関する事項 

 ① 配当金支払額 
 

決  議 株式の種類
配当金の
総  額

１株当たり
配 当 額

基準日 
効 力 
発生日 

  百万円 円  

平成26年６月27日 
定時株主総会 

普通株式 506 3
平成26年
３月31日

平成26年 
６月30日 

 
 ② 基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生が翌連結会計年度

となるもの 
 

決議予定 株式の種類 配当の原資
配当金の
総  額

１株当たり
配 当 額

基準日 
効 力 
発生日 

   百万円 円   

平成27年６月26日 
定時株主総会 

普通株式 利益剰余金 505 3
平成27年 
３月31日 

平成27年 
６月29日 
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(金融商品に関する注記) 

1. 金融商品の状況に関する事項 

 当社グループの資金運用は、安全性の高い短期的な金融商品に限定しております。

当期末時点で借入はありません。 

 受取手形及び売掛金は、顧客の信用リスクに晒されておりますが、与信管理規程

等に沿って、定期的にモニタリングを行い、リスクを軽減しております。投資有価

証券は主に業務上の関係を有する企業の株式であり定期的に時価および発行体の財

務状況を把握しております。一部外貨建ての債務については為替変動リスクを軽減

するために通貨オプションを利用しております。デリバティブ取引に係るリスクは、

社内規程に従い、適切な管理を行い、投機的な取引は行わない方針であります。 

2. 金融商品の時価等に関する事項 
（単位：百万円) 

 

 
連結貸借対照表

計 上 額 
時   価 差   額 

(1) 現金及び預金 9,538 9,538 ― 

(2) 受取手形及び売掛金 3,944 3,944 ― 

(3) デリバティブ取引 835 835 ― 

(4) 投資有価証券  

   その他有価証券 10,205 10,205 ― 

(5) 支払手形及び買掛金 (2,816) (2,816) ― 

(6) 未払法人税等 (158) (158) ― 
 
 * 負債に計上されているものについては､（ ）で示しております。 
 
(注1) 金融商品の時価の算定方法ならびに有価証券およびデリバティブ取引に関す

る事項 

   (1) 現金及び預金、ならびに (2) 受取手形及び売掛金 

これらは、短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、

当該帳簿価額によっております。 

   (3) デリバティブ取引 

デリバティブ取引の時価については、取引先金融機関から提示された価格に

よっております。 

   (4) 投資有価証券 

株式は、取引所の価格によっております。 

   (5) 支払手形及び買掛金ならびに (6) 未払法人税等 

これらは、短期間で決済または納付されるため、時価は帳簿価額にほぼ等し

いことから、当該帳簿価額によっております。 

(注2)  非上場株式（連結貸借対照表計上額103百万円）は、市場価額がなく、時価を

把握することが極めて困難と認められるため､「(4) 投資有価証券 その他有

価証券」には含めておりません。 
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(賃貸等不動産に関する注記) 

1. 賃貸等不動産の状況に関する事項 

 当社では、賃貸等不動産として、神奈川県の本社所在地および長崎県その他の地

域において、土地および建物を所有しております。 

2. 賃貸等不動産の時価に関する事項 
（単位：百万円) 

 
連結貸借対照表計上額 当期末の時価 

10,036 7,487 
 
(注1) 連結貸借対照表計上額は、取得原価から減価償却累計額を控除した金額であ

ります。 

(注2) 当期末の時価は、主要な物件については、社外の不動産鑑定士による「不動

産鑑定評価基準」等に基づいて、その他の物件については、一定の評価額や

適切に市場価額を反映していると考えられる指標に基づいて自社で算定した

金額（指標等を用いて調整を行ったものを含む｡）であります。 

 

(１株当たり情報に関する注記) 

1. １株当たり純資産額 295円21銭 

2. １株当たり当期純利益 4円3銭 

 

(重要な後発事象) 

  該当事項はありません。 
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貸 借 対 照 表 （平成27年３月31日現在） 

（単位：百万円) 
 

資 産 の 部 負 債 の 部 

科 目 金 額 科 目 金 額 
 

流 動 資 産 

現 金 及 び 預 金 

受 取 手 形 

売 掛 金 

商 品 及 び 製 品 

原 材 料 及 び 貯 蔵 品 

前 払 費 用 

そ の 他 

貸 倒 引 当 金 

固 定 資 産 

有形固定資産 

建 物 

構 築 物 

機 械 及 び 装 置 

車 輌 及 び 運 搬 具 

土 地 

建 設 仮 勘 定 

そ の 他 

無形固定資産 

ソ フ ト ウ エ ア 

そ の 他 

投資その他の資産 

投 資 有 価 証 券 

関 係 会 社 株 式 

関 係 会 社 出 資 金 

関係会社長期貸付金 

破 産 更 生 債 権 等 

長 期 前 払 費 用 

そ の 他 

貸 倒 引 当 金 

15,660 

5,737 

89 

3,739 

3,745 

46 

70 

2,242 

△  10 

42,075 

21,553 

4,517 

179 

22 

1 

16,550 

234 

47 

21 

20 

1 

20,499 

10,308 

466 

4,622 

4,894 

0 

35 

171 

△   0 

流 動 負 債 

支 払 手 形

買 掛 金

未 払 金

未 払 費 用

未 払 法 人 税 等

繰 延 税 金 負 債

前 受 金

預 り 金

賞 与 引 当 金

そ の 他

固 定 負 債 

繰 延 税 金 負 債

再評価に係る繰延税金負債

退 職 給 付 引 当 金

そ の 他

4,383 

315 

3,112 

486 

74 

106 

120 

59 

18 

78 

12 

4,796 

1,176 

1,965 

1,220 

433 

負 債 合 計 9,179 

純 資 産 の 部 

株 主 資 本 

資 本 金

資 本 剰 余 金

資 本 準 備 金

その他資本剰余金

利 益 剰 余 金

その他利益剰余金

繰越利益剰余金

自 己 株 式

評価・換算差額等 

その他有価証券評価差額金

繰 延 ヘ ッ ジ 損 益

土 地 再 評 価 差 額 金

45,310 

31,706 

8,152 

7,927 

225 

7,605 

7,605 

7,605 

△ 2,152 

3,245 

3,204 

562 

△ 521  

純 資 産 合 計 48,555 

資 産 合 計 57,735 負 債 ・ 純 資 産 合 計 57,735 
 

 記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。 
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損 益 計 算 書 (平成26年４月１日から
平成27年３月31日まで)

（単位：百万円) 
 

科 目 金 額 

売 上 高  22,397 

売 上 原 価  16,803 

売 上 総 利 益  5,593 

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費  5,660 

営   業   損   失（△)  △  67 

営 業 外 収 益   

受 取 利 息 及 び 配 当 金 247  

受 取 賃 貸 料 228  

為 替 差 益 554  

そ の 他 36 1,067 

営 業 外 費 用   

固 定 資 産 賃 貸 費 用 155  

支 払 手 数 料 10  

租 税 公 課 31  

そ の 他 40 238 

経 常 利 益  761 

特 別 利 益   

投 資 有 価 証 券 売 却 益 30 30 

特 別 損 失   

固 定 資 産 除 却 損 0  

投 資 有 価 証 券 売 却 損 4 4 

税 引 前 当 期 純 利 益  787 

法 人 税 ､ 住 民 税 及 び 事 業 税 204  

法 人 税 等 調 整 額 61 266 

当 期 純 利 益  521 
 
 記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。 
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株主資本等変動計算書 (平成26年４月１日から
平成27年３月31日まで)

（単位：百万円) 
 

項    目 

株 主 資 本 

資本金 

資本剰余金 利益剰余金

自己株式 株主資本合計 
資本準備金

そ の 他
資本剰余金

資本剰余金
合   計

その他利益剰余金

繰越利益剰余金

当 期 首 残 高 31,706 7,927 225 8,152 7,590 △2,120 45,327 

事業年度中の変動額    

剰 余 金 の 配 当  △506  △506 

当 期 純 利 益  521  521 

自己株式の取得  △32 △32 

自己株式の処分  △0 △0 0 0 

株主資本以外の項目の
事 業 年 度 中 の 
変 動 額 （ 純 額 ） 

   

事業年度中の変動額合計 ― ― △0 △0 14 △32 △17 

当 期 末 残 高 31,706 7,927 225 8,152 7,605 △2,152 45,310 

 

項    目 
評 価 ・ 換 算 差 額 等 

純資産合計 その他有価証券
評価差額金

繰延ヘッジ損益
土地再評価
差 額 金

評価・換算
差額等合計

当 期 首 残 高 1,216 291 △725 782 46,110 

事業年度中の変動額  

剰 余 金 の 配 当 △506 

当 期 純 利 益 521 

自己株式の取得 △32 

自己株式の処分 0 

株主資本以外の項目の
事 業 年 度 中 の 
変 動 額 （ 純 額 ） 

1,987 271 203 2,462 2,462 

事業年度中の変動額合計 1,987 271 203 2,462 2,445 

当 期 末 残 高 3,204 562 △521 3,245 48,555 
 
 記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。 
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個 別 注 記 表 
 

(重要な会計方針に係る事項に関する注記) 

1. 資産の評価基準および評価方法 

 (1) 有価証券の評価基準および評価方法 

   子会社株式および関連会社株式 移動平均法による原価法 

   その他有価証券  

    時価のあるもの 決算日の市場価格等に基づく時価法

(評価差額は全部純資産直入法によ

り処理し、売却原価は移動平均法に

より算定） 

    時価のないもの 移動平均法による原価法 

 (2) デリバティブの評価基準および評価方法 時価法 

 (3) たな卸資産の評価基準および評価方法 移動平均法による原価法 

ただし、土地は個別法による原価法

(貸借対照表価額は収益性の低下に

よる簿価切下げの方法） 

2. 固定資産の減価償却の方法 

 (1) 有形固定資産 定率法 

ただし、平成10年４月１日以降に取得した建物（附属設備を

除く）は定額法 

            なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。 

 建物 15年～65年 

 (2) 無形固定資産 定額法 

なお、自社利用のソフトウエアについては社内における利用

可能期間（５年）に基づいております。 

3. 引当金の計上基準 

 (1) 貸 倒 引 当 金 

 

売上債権等の貸倒損失に備えるため、一般債権については貸

倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権については個別

に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しておりま

す。 

 (2) 賞 与 引 当 金 従業員の賞与の支給に備えるため、支給見込額のうち当事業

年度対応分を計上しております。 

 (3) 退職給付引当金 従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職

給付債務として、自己都合要支給額を計上しております。 
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4. その他計算書類の作成のための基本となる重要な事項 

 (1) ヘッジ会計の処理 

  ① ヘッジ会計の方法 繰延ヘッジ処理によっております。 

  ② ヘッジ手段とヘッジ対象  

    （ヘッジ手段) 通貨オプション 

    （ヘッジ対象) 外貨建予定取引 

  ③ ヘ ッ ジ 方 針 為替変動リスクを回避する目的で通貨オプション取引を行っ

ております。 

ヘッジ対象の識別は個別契約ごとに行っております。 

  ④ ヘッジ有効性評価の方法 外貨建予定取引については、過去の取引実績等を総合的に勘

案し、取引の実行可能性が極めて高いことを事前および事後

に確認しております。 

 (2) 消費税等の会計処理 税抜方式によっております。 

 

(貸借対照表に関する注記) 

1. 有形固定資産の減価償却累計額 12,676百万円 

2. 関係会社に対する金銭債権および金銭債務（区分表示したものを除く） 

   短期金銭債権 1,344百万円 

   短期金銭債務 1,783百万円 
 

 

(損益計算書に関する注記) 

 関係会社との取引高 

  営業取引による取引高 

   売上高 510百万円 

   仕入高 13,554百万円 

   販売費及び一般管理費 727百万円 

  営業取引以外の取引による取引高 301百万円 
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(株主資本等変動計算書に関する注記) 

  当事業年度末における自己株式の種類および株式数 
 

株式の種類 当期首株式数 増 加 株 式 数 減 少 株 式 数 当期末株式数 

 株 株 株 株 

普通株式 19,399,744 297,308 6,153 19,690,899 

  変動事由の概要 

   増加：単元未満株式の買取によるものであります。 

   減少：単元未満株式の買い増し請求による売却であります。 

 

(税効果会計に関する注記) 

  繰延税金資産および繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳 

  繰延税金資産 

    賞与引当金 25百万円

    貸倒引当金 3百万円

    退職給付引当金 393百万円

    減価償却超過額 194百万円

    固定資産減損損失 297百万円

    投資有価証券評価損 399百万円

    未払事業税 19百万円

    未払金 129百万円

    その他 213百万円

   繰延税金資産小計 1,677百万円

   評価性引当額 △1,470百万円

   繰延税金資産合計 207百万円

  繰延税金負債 

    その他有価証券評価差額金 1,231百万円

    繰延ヘッジ損益 272百万円

   繰延税金負債合計 1,504百万円

   繰延税金負債の純額 1,297百万円

  繰延税金負債の純額は、貸借対照表の以下の項目に含まれております。 

  流動負債 繰延税金負債 120百万円

  固定負債 繰延税金負債 1,176百万円
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(関連当事者との取引に関する注記) 

  子会社および関連会社等 
（単位：百万円） 

 
属性 会社の名称 

議決権の
所有割合

関連当事者
と の 関 係

取引の内容
取引金額

(注3)
科目 期末残高 

子会社 
 

アツギ東北㈱ 100％
(64.28％)

資金の援助
 

貸付金利息
(注1） 

49 長 期 
貸付金 

2,823 
 

固定資産の
賃貸 

賃貸料 
(注2） 

227 ― 
 

― 
 

繊維製品の
仕入 

製品の購入
(注2） 

7,552 買掛金 
 

1,269 
 

原材料の代
理購買他 

原材料の代
理購買他 

2,070 未収入金 
 

958 
 

 
煙台厚木華潤
靴下有限公司 

95％ 資金の援助
 

貸付金利息
(注1） 

9 長 期 
貸付金 

1,021 
 

繊維製品の
仕入 

製品の購入
(注2） 

4,379 買掛金 
 

380 
 

原料等の代
理購買他 

原料等の代
理購買他 

701 未収入金 
 

217 
 

  役員の兼任     
 議決権の所有割合の（ ）内は間接所有割合で内数であります。 

 
  取引条件および取引条件の決定方針等 

(注1) 資金の貸付については、市場金利を勘案して決定しており、返済期限は期間

５年としております。なお、担保は受け入れておりません。 

(注2) 価格等取引条件は、市場の実勢価格を勘案して当社が希望価格を提示し、価

格交渉の上で決定しております。 

(注3) 取引金額には消費税等を含めておりません。期末残高には消費税等を含めて

おります。 

 

(１株当たり情報に関する注記) 

1. １株当たり純資産額 288円16銭 

2. １株当たり当期純利益 3円9銭 

 

(重要な後発事象) 

  該当事項はありません。 
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連結計算書類に係る会計監査人の監査報告書謄本 
 
 

独立監査人の監査報告書 
 

平成27年５月13日 
ア ツ ギ 株 式 会 社 
取 締 役 会  御中 

 
新日本有限責任監査法人 
指定有限責任社員
業務執行社員

公認会計士 神 山 宗 武 ㊞

指定有限責任社員
業務執行社員

公認会計士 吉 田 英 志 ㊞

指定有限責任社員
業務執行社員

公認会計士 寶 野 裕 昭 ㊞

 
 当監査法人は、会社法第444条第４項の規定に基づき、アツギ株式会社の平成
26年４月１日から平成27年３月31日までの連結会計年度の連結計算書類、すなわ
ち、連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書及び連結注記
表について監査を行った。 
 
連結計算書類に対する経営者の責任 
 経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準
に準拠して連結計算書類を作成し適正に表示することにある。これには、不正又
は誤謬による重要な虚偽表示のない連結計算書類を作成し適正に表示するために
経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。 
 
監査人の責任 
 当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から
連結計算書類に対する意見を表明することにある。当監査法人は、我が国におい
て一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準
は、当監査法人に連結計算書類に重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的
な保証を得るために、監査計画を策定し、これに基づき監査を実施することを求
めている。 
 監査においては、連結計算書類の金額及び開示について監査証拠を入手するた
めの手続が実施される。監査手続は、当監査法人の判断により、不正又は誤謬に
よる連結計算書類の重要な虚偽表示のリスクの評価に基づいて選択及び適用され
る。監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではない
が、当監査法人は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を
立案するために、連結計算書類の作成と適正な表示に関連する内部統制を検討す
る。また、監査には、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者
によって行われた見積りの評価も含め全体としての連結計算書類の表示を検討す
ることが含まれる。 
 当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判
断している。 
 
監査意見 
 当監査法人は、上記の連結計算書類が、我が国において一般に公正妥当と認め
られる企業会計の基準に準拠して、アツギ株式会社及び連結子会社からなる企業
集団の当該連結計算書類に係る期間の財産及び損益の状況をすべての重要な点に
おいて適正に表示しているものと認める。 
 
利害関係 
 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記
載すべき利害関係はない。 

以 上 
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会計監査人の監査報告書謄本 
 
 

独立監査人の監査報告書 
 

平成27年５月13日 
ア ツ ギ 株 式 会 社 
取 締 役 会  御中 

 
新日本有限責任監査法人 
指定有限責任社員
業務執行社員

公認会計士 神 山 宗 武 ㊞

指定有限責任社員
業務執行社員

公認会計士 吉 田 英 志 ㊞

指定有限責任社員
業務執行社員

公認会計士 寶 野 裕 昭 ㊞

 
 当監査法人は、会社法第436条第２項第１号の規定に基づき、アツギ株式会社
の平成26年４月１日から平成27年３月31日までの第89期事業年度の計算書類、す
なわち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び個別注記表並びに
その附属明細書について監査を行った。 
 
計算書類等に対する経営者の責任 
 経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準
に準拠して計算書類及びその附属明細書を作成し適正に表示することにある。こ
れには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない計算書類及びその附属明細書
を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用
することが含まれる。 
 
監査人の責任 
 当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から
計算書類及びその附属明細書に対する意見を表明することにある。当監査法人
は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行
った。監査の基準は、当監査法人に計算書類及びその附属明細書に重要な虚偽表
示がないかどうかについて合理的な保証を得るために、監査計画を策定し、これ
に基づき監査を実施することを求めている。 
 監査においては、計算書類及びその附属明細書の金額及び開示について監査証
拠を入手するための手続が実施される。監査手続は、当監査法人の判断により、
不正又は誤謬による計算書類及びその附属明細書の重要な虚偽表示のリスクの評
価に基づいて選択及び適用される。監査の目的は、内部統制の有効性について意
見表明するためのものではないが、当監査法人は、リスク評価の実施に際して、
状況に応じた適切な監査手続を立案するために、計算書類及びその附属明細書の
作成と適正な表示に関連する内部統制を検討する。また、監査には、経営者が採
用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も
含め全体としての計算書類及びその附属明細書の表示を検討することが含まれる｡ 
 当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判
断している。 
 
監査意見 
 当監査法人は、上記の計算書類及びその附属明細書が、我が国において一般に
公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、当該計算書類及びその附属明
細書に係る期間の財産及び損益の状況をすべての重要な点において適正に表示し
ているものと認める。 
 
利害関係 
 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記
載すべき利害関係はない。 

以 上 
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監査役会の監査報告書謄本 
 
 

監 査 報 告 書 
 

 当監査役会は、平成26年４月１日から平成27年３月31日までの第89期事業年
度の取締役の職務の執行に関して、各監査役が作成した監査報告書に基づき、
審議の上、本監査報告書を作成し、以下のとおり報告いたします。 
１．監査役及び監査役会の監査の方法及びその内容 
 監査役会は、当期の監査方針及び監査計画等を定め、各監査役から監査の
実施状況及び結果について報告を受けるほか、取締役等及び会計監査人から
その職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明を求めました。 
 各監査役は、監査役会が定めた監査役監査の基準に準拠し、当期の監査方
針及び監査計画等に従い、取締役、各部署の責任者、その他の使用人等と意
思疎通を図り、情報の収集及び監査の環境の整備に努めるとともに、取締役
会その他重要な会議に出席し、取締役及び使用人等からその職務の執行状況
について報告を受け、必要に応じて説明を求め、重要な決裁書類等を閲覧
し、本社及び主要な事業所において業務及び財産の状況を調査いたしまし
た。また、事業報告に記載されている取締役の職務の執行が法令及び定款に
適合することを確保するための体制その他株式会社の業務の適正を確保する
ために必要なものとして会社法施行規則第100条第１項及び第３項に定める
体制の整備に関する取締役会決議の内容及び当該決議に基づき整備されてい
る体制（内部統制システム）について、取締役及び使用人等からその構築及
び運用の状況について定期的に報告を受け、必要に応じて説明を求め、意見
を表明いたしました。子会社については、子会社の取締役及び使用人等と意
思疎通及び情報の交換を図り、必要に応じて子会社から事業の報告を受けま
した。以上の方法に基づき、当該事業年度に係る事業報告及びその附属明細
書について検討いたしました。 
 さらに、会計監査人が独立の立場を保持し、かつ、適正な監査を実施して
いるかを監視及び検証するとともに、会計監査人からその職務の執行状況に
ついて報告を受け、必要に応じて説明を求めました。また、会計監査人から 
｢職務の遂行が適正に行われることを確保するための体制｣（会社計算規則第
131条各号に掲げる事項）を「監査に関する品質管理基準｣（平成17年10月28
日企業会計審議会）等に従って整備している旨の通知を受け、必要に応じて
説明を求めました。以上の方法に基づき、当該事業年度に係る計算書類（貸
借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び個別注記表）及びその附
属明細書並びに連結計算書類（連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主
資本等変動計算書及び連結注記表）について検討いたしました。 

２．監査の結果 
 (1) 事業報告等の監査結果 
  一 事業報告及びその附属明細書は、法令及び定款に従い、会社の状況を

正しく示しているものと認めます。 
  二 取締役の職務の執行に関する不正の行為又は法令もしくは定款に違反

する重大な事実は認められません。 
  三 内部統制システムに関する取締役会決議の内容は相当であると認めま

す。また、当該内部統制システムに関する事業報告の記載内容及び取締
役の職務の執行についても、指摘すべき事項は認められません。 

 (2) 計算書類及びその附属明細書の監査結果 
   会計監査人新日本有限責任監査法人の監査の方法及び結果は相当である

と認めます。 
 (3) 連結計算書類の監査結果 
   会計監査人新日本有限責任監査法人の監査の方法及び結果は相当である

と認めます。 
   平成27年５月14日 

アツギ株式会社 監査役会 

常勤監査役 富 田  勉 ㊞

社外監査役 津 矢 田  邦  明 ㊞

社外監査役 宮 戸 敏 行 ㊞
  

 
以 上 
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株 主 メ モ    

本 社 〒243-0493 株主名簿管理人 三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社 
 神奈川県海老名市大谷北一丁目９番１号 特別口座の口座管理機関 三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社 証券代行部 

 TEL 046（231）1111 同 連 絡 先 〒137-8081 

決 算 期 ３月31日  東京都江東区東砂七丁目10番11号 

定時株主総会 毎年６月  TEL 0120-232-711 (通話料無料) 

単 元 株 式 数 1,000株   

配当金支払株主確定日

期末配当金 ３月31日

中間配当金 ９月30日

上 場 取 引 所 東京(第１部)   

公 告 方 法 電子公告

 アドレス http://www.atsugi.co.jp/ir/koukoku.html  
ただし電子公告による公告ができ
ない場合は、日本経済新聞に掲載
して行います。 

 

 
(株式に関する各種お手続きについて) 
1. 株主様の住所変更、買取請求その他各種お手続きにつきましては、口座を開設されている証券会社で承り

ます。 
2. 証券会社に口座をお持ちでない株主様は、上記特別口座の口座管理機関（三菱ＵＦＪ信託銀行）にお問合

せください。 
3. 未受領の配当金につきましては、三菱ＵＦＪ信託銀行本支店でお支払いいたします。 

 
 

 


